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表紙

① 連結計算書類の連結注記表

② 計算書類の個別注記表

法令及び定款第16条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に

対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しておりま

す。

電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

第103期（2022年４月１日～2023年３月31日）
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連結注記表

　該当事項はありません。

連結注記表
1.　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び名称　　　　　３社　DELICA SHIPPING S.A.、

イヌイ運送㈱、

イヌイ倉庫オペレーションズ㈱

②主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

(3) 連結子会社等の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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(4) 会計方針に関する事項

①　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………………………償却原価法（定額法）

その他有価証券

イ．市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。）

ロ．市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品………………………………………主に先入先出法による原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）

④　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

イ．船舶…………………………………定額法

ロ．その他………………………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

船舶　　　　３年～15年

建物　　　　３年～47年

構築物　　　３年～45年

信託建物　　８年～47年

信託構築物　10年～20年

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

ただし、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

リース資産…………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。
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⑤　引当金の計上基準

貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しております。

賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち、当連結会計年度に負担すべき金額を計上してお

ります。

特別修繕引当金…………船舶安全法による船舶の定期検査工事に係る費用の

支出に備えるため、過年度の特別修繕に要した費用

を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しており

ます。

⑥　収益及び費用の計上基準

　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主

な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

　外航海運事業における収益は主に運賃収入と貸船料収入で構成されておりま

す。

　運賃収入は船舶の自主運航（航海用船契約）によるものであり、一定の期間

にわたり履行義務が充足されると判断し、航海日割基準に基づく航海の進捗に

応じて収益を認識しております。

　貸船料収入には船舶貸渡し（定期用船契約）による収入と、空荷航海の燃料

費相当額に対する収入（バラストボーナス）があり、定期用船契約による収入

は船舶の貸渡期間に応じて、バラストボーナスは船舶を用船者に引き渡した一

時点において履行義務が充足されると判断し、それぞれ収益を認識しておりま

す。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除した

金額で測定しております。

　これらの履行義務に対する対価は、顧客との契約に基づき、通常、運賃収入

については貨物の積切から概ね３営業日以内に、貸船料収入については履行義

務の充足前に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

⑦　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法……繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予

約については振当処理の要件を満たしている場合は

振当処理を、金利スワップについては特例処理の要

件を満たしている場合には、特例処理を採用してお

ります。
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ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……………為替予約

ヘッジ対象……………外貨建予定取引

・ヘッジ手段……………金利スワップ

ヘッジ対象……………借入金

・ヘッジ手段……………商品先物

ヘッジ対象……………船舶燃料

ハ．ヘッジ方針……………社内管理規程に基づき、燃料油購入等における価格

変動や、為替相場の変動によるリスクを回避するた

めにデリバティブ取引を利用しており、投機目的の

ものではありません。また、金利変動リスクの低減

並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘ

ッジを行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 …為替予約については、ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するも

のと想定することができるため、ヘッジ有効性の判

定は省略しております。

なお、商品先物及び金利スワップについては、ヘッ

ジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎とし

て有効性を判定しております。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについては、有効性の評価

を省略しております。

（「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計

の取扱い」を適用しているヘッジ関係）

上記のヘッジ関係のうち、「LIBORを参照する金融

商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告

第40号　2022年３月17日）の適用範囲に含まれるヘ

ッジ関係のすべてに、当該実務対応報告に定められ

る特例的な取扱いを適用しております。当該実務対

応報告を適用しているヘッジ関係の内容は、以下の

とおりであります。

　ヘッジ会計の方法…金利スワップの特例処理また

は繰延ヘッジ処理

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

　ヘッジ取引の種類…キャッシュ・フローを固定す

るもの
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ロ．資産に係る控除対象外…

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税につい

ては、期間費用として処理しております。

⑧　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法…従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を簡便法により計上しており

ます。

2.　会計方針の変更

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　

2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年

度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取

扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわた

って適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はあり

ません。

3.　表示方法の変更

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました

「受取利息」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記して

おります。

　なお、前連結会計年度の「受取利息」は10百万円であります。
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4.　会計上の見積りに関する注記

(1) 航海日割基準に基づく収益認識

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

航海日割基準に基づき計上した収益の金額　1,817百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　期末日を跨ぐ自主運航の航海（期跨り航海）については、各航海の収益総

額に、見積総航海日数に対する期末日時点の進捗率を乗じて見積り計上して

おります。

ロ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　海運業収益の測定方法に含まれる総航海日数の見積りは、将来の航行スケ

ジュールや予想停泊期間等の仮定を用いております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　将来の航行スケジュールは見積りの不確実性が高く、気象海象や港の混雑

状況等によって変動します。総航海日数が変動した場合、翌連結会計年度の

連結計算書類に影響を与える可能性があります。また、航海完了後に見積り

と実績の比較を行い、見積りの合理性を確認しております。

(2) 繰延税金資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）　－百万円

繰延税金資産（繰延税金負債との相殺前）　109百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス

プランニングにより、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。将来

の収益力に基づく課税所得の見積りは2023年度以降の事業計画を基礎として

おります。

ロ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　外航海運事業における課税所得の見積りは、海運先物市況等に連動させた

事業計画から、過去における事業計画と実績との乖離率等の一定のリスクを

総合的に勘案して算定しております。
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船舶 14,874百万円

建物及び構築物 7,114百万円

土地 0百万円

信託建物及び信託構築物 3,419百万円

信託土地 204百万円

建設仮勘定 0百万円

その他有形固定資産 0百万円

計 25,615百万円

上記に対応する債務

短期借入金 1,800百万円

１年内返済予定の長期借入金 2,334百万円

長期借入金 20,384百万円

計 24,518百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 42,233百万円

(3) 有形固定資産の国庫補助金等による圧縮記帳額 1,666百万円

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　課税所得が生じる時期及び金額は、将来の経済動向の変動によって影響を

受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、

翌連結会計年度以降の連結計算書類において繰延税金資産を認識する金額に

重要な影響を与える可能性があります。このため、ロ．に記載した主要な仮

定については最善の見積りを前提にしておりますが、海運市況や為替相場等

の外部環境による影響を大きく受けるため不確実性が高く、今後の経済動向

によって、事後的な結果と乖離が生じる可能性があります。

5.　連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

(4) 財務制限条項

　当連結会計年度末の借入金の一部には、財務制限条項が付されております。

　なお、当連結会計年度末において、財務制限条項に抵触している借入金はあり

ません。
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株式の種類 当連結会計年度末の発行済株式の総数

普通株式 26,072,960株

決議
株式の種類

配当金の
総　　額

配当の原資
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

2022年
６月22日

定時株主総会
普通株式

5,453
百万円

利益剰余金 218円
2022年

３月31日
2022年

６月23日

2022年
11月11日
取締役会

普通株式 150百万円 利益剰余金 6円
2022年

９月30日
2022年

12月５日

決議
株式の種類

配当金の
総　　額

配当の原資
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

2023年
６月22日

定時株主総会
普通株式

4,458
百万円

利益剰余金 178円
2023年

３月31日
2023年

６月23日

6.　連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　次のとおり、決議を予定しています。

7.　金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、外航海運、倉庫・運送、不動産の各事業を行うための設備投

資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。また、短

期的な運転資金を銀行借入により調達しております。余剰円資金の運用について

は銀行預金を中心に行っております。余剰外貨資金の運用については銀行預金及

び外貨建投資信託を中心に運用しております。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については月末ごとに時価の把

握を行っております。

　デリバティブ取引は、将来の為替・金利・燃料価格の変動によるリスク回避を

目的としており、リスクの高い投機的な取引は行わない方針であります。

－ 8 －



2023/05/24 16:22:01 / 22945253_乾汽船株式会社_招集通知

連結注記表

連結貸借対
照表計上額

(※1)

時 価
(※1)

差 額

① 投資有価証券

　 その他有価証券 2,494 2,494 －

② 長期借入金　(※2) (24,128) (24,116) △12

③ 受入保証金 (1,474) (1,457) △17

④ デリバティブ取引　(※3) 6 6 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上

額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等（連結貸借対照表計上額662百万円）は、「その他有価証券」には

含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、営業未収金、営業

未払金及び短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。

(単位:百万円)

(※1)　負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(※2)　長期借入金には１年内返済予定の金額も含めて表示しております。

(※3)　デリバティブ取引については、純額で表示しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負

債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定

した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位

が最も低いレベルに時価を分類しております。
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①　投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

②　長期借入金

長期借入金の時価は、変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更改さ

れる条件となっているため、時価は帳簿価額とほぼ等しいと言えることから、

当該帳簿価額によっております。一部、金利スワップの特例処理の対象とされ

ているものは、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算

定しております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

③　受入保証金

受入保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャ

ッシュ・フローを、契約満了日までの期間等及び信用リスクを加味した利率で

割り引いた現在価値により算定しております。当該時価はレベル２の時価に分

類しております。

④　デリバティブ取引

金利スワップの時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定し

ております。また、船舶燃料先物の時価は、金融先物業者から提示された価格

等に基づき算定しております。当該時価はレベル２の時価に分類しておりま

す。

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金

と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め

て記載しております。
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連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計
年度末の時価
（百万円）

当連結会計
年度期首残高

当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

12,969 △393 12,575 69,661

8.　賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション、オフィスビル

等（土地を含む。）を有しております。2023年３月期における当該賃貸等不動産

に関する賃貸損益は2,276百万円であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次

のとおりであります。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した

金額であります。

２. 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費でありま

す。

３. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不

動産鑑定評価書に基づいて算定した金額であります。
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ロジスティクス

不動産事業 合計
外航海運事業

倉庫・運送

事業

日本

アジア

オセアニア

欧州

北米

アフリカ

5,552

8,653

13,790

1,849

5,758

121

3,976

－

－

－

－

－

154

－

－

－

－

－

9,684

8,653

13,790

1,849

5,758

121

顧客との契約から

生じる収益
35,726 3,976 154 39,857

その他の収益 37 － 4,372 4,409

外部顧客への売上

高
35,763 3,976 4,527 44,267

(1) １株当たり純資産額 1,359円72銭

(2) １株当たり当期純利益 393円71銭

9.　収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）地域別売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「1.　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　

(4) 会計方針に関する事項　⑥　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

残存履行義務に配分した取引価格

　残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が

１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略して

おります。

10. １株当たり情報に関する注記
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11. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

12. その他の注記

　該当事項はありません。
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個別注記表
1.　重要な会計方針に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………………償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法

その他有価証券

イ．市場価格のない株式等以外の

もの………………………………時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

ロ．市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品……………………………………主に先入先出法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　３年～47年

構築物　　　３年～45年

信託建物　　８年～47年

信託構築物　10年～20年

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

ただし、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

リース資産…………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。
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(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込

額を計上しております。

賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま

す。

退職給付引当金…………従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を退職給付引当金又は前払年金費用として計上

しております。なお、退職給付債務の見込額は簡便法

により計算しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

　外航海運事業における収益は主に運賃収入と貸船料収入で構成されておりま

す。

　運賃収入は船舶の自主運航（航海用船契約）によるものであり、一定の期間に

わたり履行義務が充足されると判断し、航海日割基準に基づく航海の進捗に応じ

て収益を認識しております。

　貸船料収入には船舶貸渡し（定期用船契約）による収入と、空荷航海の燃料費

相当額に対する収入（バラストボーナス）があり、定期用船契約による収入は船

舶の貸渡期間に応じて、バラストボーナスは船舶を用船者に引き渡した一時点に

おいて履行義務が充足されると判断し、それぞれ収益を認識しております。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除した金

額で測定しております。

　これらの履行義務に対する対価は、顧客との契約に基づき、通常、運賃収入に

ついては貨物の積切から概ね３営業日以内に、貸船料収入については履行義務の

充足前に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
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(6) 資産に係る控除対象外…

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税について

は、期間費用として処理しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法……繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約

については振当処理の要件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満

たしている場合には、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

イ．ヘッジ手段…………為替予約

ヘッジ対象…………外貨建予定取引

ロ．ヘッジ手段…………金利スワップ

ヘッジ対象…………借入金

ハ．ヘッジ手段…………商品先物

ヘッジ対象…………船舶燃料

③　ヘッジ方針……………社内管理規程に基づき、燃料油購入等における価格変

動や、為替相場の変動によるリスクを回避するために

デリバティブ取引を利用しており、投機目的のもので

はありません。また、金利変動リスクの低減並びに金

融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っ

ております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 …為替予約については、ヘッジ手段及びヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及び

その後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略

しております。なお、商品先物及び金利スワップにつ

いては、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を

基礎として有効性を判定しております。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。

－ 16 －



2023/05/24 16:22:01 / 22945253_乾汽船株式会社_招集通知

個別注記表

2.　会計方針の変更

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　

2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の

期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱い

に従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することといたしました。これによる計算書類に与える影響はありません。

3.　表示方法の変更

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「貸倒

引当金戻入額」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記してお

ります。

　なお、前事業年度の「貸倒引当金戻入額」は３百万円であります。

4.　会計上の見積りに関する注記

(1) 航海日割基準に基づく収益認識

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

航海日割基準に基づき計上した収益の金額　1,817百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「連結注記表　4.　会計上の見積りに関する注記　(1) 航海日割基準に基づ

く収益認識」の内容と同一であります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）　－百万円

繰延税金資産（繰延税金負債との相殺前）　109百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「連結注記表　4.　会計上の見積りに関する注記　(2) 繰延税金資産の回収

可能性」の内容と同一であります。
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短期金銭債権 135百万円

長期金銭債権 17,323百万円

短期金銭債務 79百万円

長期金銭債務 964百万円

建物 7,114百万円

土地 0百万円

信託建物及び信託構築物 3,419百万円

信託土地 204百万円

その他有形固定資産 0百万円

計 10,740百万円

上記に対応する債務

短期借入金 1,800百万円

１年内返済予定の長期借入金 290百万円

長期借入金 6,805百万円

計 8,895百万円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 24,097百万円

(4) 有形固定資産の国庫補助金等による圧縮記帳額 1,666百万円

DELICA SHIPPING S.A. 17,033百万円

計 17,033百万円

関係会社との取引高 売上高 561百万円

営業費用 12,979百万円

営業取引以外の取引高 285百万円

5.　貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権・債務

(2) 担保に供している資産

(5) 偶発債務

　関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

(6) 財務制限条項

　当事業年度末の借入金の一部には、財務制限条項が付されております。

　なお、当事業年度末において財務制限条項に抵触している借入金はありませ

ん。

6.　損益計算書に関する注記
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株 式 の 種 類 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,023,477株

7.　株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数

8.　税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損、貸倒引当金であり、繰

延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

9.　リースにより使用する固定資産に関する注記

　リース取引の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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種類
会社等の
名称又は
氏名

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連
当事者

との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

DELICA 
SHIPPING 
S.A.

（所有）
直接 100.0

船舶の管理
船舶管理
(※1)

528 － －

船舶管理の
代理業務

船舶の賃借
(※2)

12,120
海運業
未収金

91

資金の援助
資金の貸付

(※3)
4,859

長期
貸付金

17,323

債務保証
(※4)

17,033 － －

イヌイ倉
庫オペレ
ーション
ズ㈱

(所有)
直接 100.0

物流業務
の委託

支払運送費
(※5)

490
営業

未払金
75

荷役費
(※5)

360

イヌイ運送
㈱

(所有)
直接 100.0

物流業務
の委託 資金の借入

(※6)
－

長期
借入金

800

役員の兼任

種類
会社等の
名称又は
氏名

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連
当事者

との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員

乾　康之
(被所有)

0.7
当社代表

取締役社長
自己株式の
処分(※)

35 － －

乾　隆志
（被所有）

1.5
当社取締役

専務執行役員
自己株式の
処分（※)

14 － －

10. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

（注）上記子会社のうち１社に対して、貸倒引当金6,362百万円を計上しております。

(※1)　船舶管理料は、業務に係る人件費等のコストを勘案し、決定しております。
(※2)　船舶の用船料は、契約に基づき、子会社のコストを反映して決定しております。
(※3)　資金の貸付利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
(※4)　金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。
(※5)　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。
(※6)　資金の借入利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

(※)　譲渡制限付株式報酬に伴う、自己株式の割当によるものであります。

－ 20 －



2023/05/24 16:22:01 / 22945253_乾汽船株式会社_招集通知

個別注記表

(1) １株当たり純資産額 1,414円19銭

(2) １株当たり当期純利益 386円96銭

11. 収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1.　重要な

会計方針に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

12. １株当たり情報に関する注記

13. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

14. その他の注記

　該当事項はありません。

－ 21 －
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